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平成17年11月28日（月）議事日程

開 会・開 議（午前10時）

日程第１ 会議録署名議員の指名

日程第２ 会期の決定

日程第３ 議案の一括上程（市長の提案理由説明）

日程第４ 議案第69号 鹿島市職員給与条例の一部を改正する条例について

議案第70号 鹿島市議会議員の報酬並びに費用弁償等支給条例の一部を

改正する条例について

議案第71号 市長及び助役の諸給与条例の一部を改正する条例について

議案第72号 教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例につい

て

（質疑、討論、採決）

午前10時７分 開会

○議長（小池幸照君）

おはようございます。ただいまから平成17年鹿島市議会11月臨時会を開会いたします。

直ちに本日の会議を開きます。

日程は、お手元の日程表どおりといたします。

日程第１ 会議録署名議員の指名

○議長（小池幸照君）

まず、日程第１．会議録署名議員の指名を行います。

会議録署名議員に、20番松尾征子君、１番徳村博紀君、２番伊東茂君を指名いたします。

日程第２ 会期の決定

○議長（小池幸照君）

次に、日程第２．会期の決定を議題といたします。

今期臨時会の会期は、お手元の会期日程（案）のとおり、本日１日間といたしたいと思い

ますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（小池幸照君）

御異議ないものと認めます。よって、会期は１日間と決定いたしました。

この際、事務局長をして諸般の報告をいたさせます。田中事務局長。

○議会事務局長（田中義明君）
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諸般の報告をいたします。

まず、本日招集の11月臨時会に市長から議案４件の提出がありました。議案番号及び議案

名は、お手元に配付いたしております議案書の目次の記載のとおりであります。

次に、監査委員から平成17年度に係る平成17年７月分、８月分の出納検査結果に関する報

告がありましたので、その写しをお手元に配付いたしております。

次に、去る９月の定例会において採択になりました意見書第10号 「人権侵害の救済に関

する法律」の早期制定を求める意見書は、９月22日付で関係機関あてに送付いたしました。

以上で諸般の報告を終わります。

日程第３ 議案の一括上程（市長の提案理由説明）

○議長（小池幸照君）

次に、日程第３．議案の一括上程であります。

議案第69号から議案第72号までの４議案を一括して上程いたします。

市長の提案理由の説明を求めます。桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

おはようございます。本日、ここに平成17年11月市議会臨時会を招集し、諸案件につきま

して御審議をお願いするものでございます。提案いたします議案は、条例改正４件でござい

ます。

それでは、提案理由の要旨を御説明いたします。

まず、議案第69号 鹿島市職員給与条例の一部を改正する条例について申し上げます。

人事院は、従来から国家公務員の給与水準に関して、社会情勢全般の動向を踏まえつつ、

民間の給与水準に均衡させることを基本に勧告を行っております。

このため、毎年、民間の給与水準を的確に把握するとともに、広く各界からの意見を聴取

し、さまざまな角度から検討して、勧告を行っているところであり、本年も、去る８月15日

に国会及び内閣に対して勧告を行ったところでございます。

本年の人事院勧告は、公務員と民間の給与比較において、２年ぶりに公務員の月例給が民

間を上回っていることが明らかになったため、民間準拠の原則に基づき、基本給の引き下げ

改定とともに、配偶者に係る扶養手当の引き下げにより、月例給を民間の水準まで引き下げ

る勧告を行ったところでございます。

一方、ボーナスである特別給については、民間が公務員を上回っていたため、年間支給月

数を0.05月分引き上げる勧告を行ったところでございます。

内閣は、この勧告を受け、９月28日に人事院勧告どおり改定することを閣議決定し、国会

に改正法案を提出し、法案は10月28日に可決成立したところでございます。

そこで、本市におきましても、職員の給与について、国家公務員等の給与改定に準じて条

例の改正をお願いするものでございます。
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次に、議案第70号 鹿島市議会議員の報酬並びに費用弁償等支給条例の一部を改正する条

例及び議案第71号 市長及び助役の諸給与条例の一部を改正する条例について一括して申し

上げます。

これは、特別職の期末手当に関する規定の改定をお願いするものでございます。特別職の

期末手当につきましては、現行の条例の規定では、職員の給与条例を準用して算出すること

となっておりますが、支給月数につきましては、国家公務員の指定職に準じて規定しており

ます。

今回、指定職についても人事院は、年間支給月数を0.05月分引き上げる勧告を行ったとこ

ろでございます。

そこで、議員の皆様及び市長、助役の期末手当の支給月数について、国家公務員の指定職

に準じて条例の改正をお願いするものでございます。

次に、議案第72号 教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例について申し上げ

ます。

教育長の期末手当につきましては、市長、助役との均衡を考慮して、支給月数を0.05月分

引き上げる条例の改正をお願いするものでございます。

以上、提案いたしました議案の説明を終わりますが、詳細につきましては、御審議の際、

担当部長または課長が説明いたしますので、よろしくお願い申し上げます。

○議長（小池幸照君）

お諮りいたします。議案第69号から議案第72号までの４議案は、会議規則第36条第２項の

規定によりまして、委員会付託を省略したいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（小池幸照君）

御異議ないものと認めます。よって、議案第69号から議案第72号までの４議案は、委員会

付託を省略することに決しました。

日程第４ 議案第69号～議案第72号

○議長（小池幸照君）

次に、日程第４．議案第69号 鹿島市職員給与条例の一部を改正する条例について、議案

第70号 鹿島市議会議員の報酬並びに費用弁償等支給条例の一部を改正する条例について、

議案第71号 市長及び助役の諸給与条例の一部を改正する条例について、議案第72号 教育

長の給与等に関する条例の一部を改正する条例についての４議案を一括して審議に入りま

す。

各議案に対する当局の説明を求めます。北村総務課長。

○総務課長（北村和博君）

おはようございます。それでは、議案第69号から議案第72号までの議案を一括して御説明
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いたします。

まず、御説明をいたします前に、本年度の国家公務員に対する人事院勧告の概要について

申し上げます。

人事院は、去る８月15日に国家公務員の平成17年度の平均年間給与を 0.1％、金額にいた

しまして１人当たり約４千円の引き下げと、昭和32年以来約50年ぶりとなります給与構造の

抜本的な改革を実施するようにということで、内閣と国会に勧告をいたしたところでござい

ます。

平成17年度の給与改定は、官民給与の格差解消のため、２年ぶりに月例給の引き下げ、期

末勤勉手当につきましては年間0.05月分を引き上げる内容となっております。また、給与構

造の抜本的な改革につきましては、俸給水準の引き下げ、地域手当の新設、給与カーブのフ

ラット化、勤務実績の給与への反映などの改革の実施が今年度の人事院勧告に盛り込まれて

いるところでございます。この人事院勧告を受けまして、内閣は９月28日に勧告どおり改定

するとの閣議決定を行いまして、10月28日に国会におきまして給与法改定法案が成立したと

ころでございます。

このような状況、これまでの人事院勧告の取り扱いの状況によりまして、平成17年度分の

当市職員の給与改定につきましても、国家公務員に準ずる取り扱いによりまして、今回、給

与条例の一部改正をお願いするものでございます。

また、今回は臨時議会によりまして御審議をお願いいたすものでございますけど、本年度

の12月の期末勤勉手当の支給日は12月９日となっておりますが、支給に当たっての基準日が

12月１日というふうになっておりますので、基準日以前の御審議をお願いいたすものでござ

います。

それでは、議案第69号 鹿島市職員給与条例の一部を改正する条例につきまして御説明を

いたします。

議案書は１ページから５ページとなっておりますが、議案説明資料の１ページをごらんく

ださい。表の右側が旧の条文、改正前の条文となっておりまして、表の左側が改正後の条文

となるものでございます。

第９条の第３項は扶養手当の額の改定でございますが、配偶者に係る扶養手当、支給月額、

現行「13,500円」を 500円引き下げて月額「13,000円」といたすものでございます。この扶

養手当の受給者数につきましては、約60名が配偶者扶養手当を受給しているというものでご

ざいます。

次に、同じく議案説明資料の１ページでございますけど、第20条第２項勤勉手当の支給率

の改定でありますが、現行の支給率「100分の70」を「100分の75」に引き上げるものでござ

います。

次に、議案書の３ページをごらんいただきたいと思います。
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現行の行政職の給料表をこの表に改定するものでございまして、平均して一律 0.3％、

平均月額で１千円程度の引き下げを行うものでございます。この結果といたしまして、職員

１人当たり３千円、職員トータルで年間 822千円の減額となるものでございます。

次に、同じく議案書の４ページをお開きください。

附則を御説明いたします。

附則第１項につきましては施行期日を定めておりまして、この条例は平成17年12月１日か

ら施行するという規定でございます。

附則第２項につきましては、最高号給を超える職員の切りかえについて定めるものでござ

いまして、最高号給を超える給料月額の支給を受けている職員の改定につきましては、規則

で定めるという規定でございます。

附則第３項につきましては、改正前に昇級をした者と改正後に昇級をした者との間に不均

衡が生じた場合には調整を行うことができると定めているものでございます。

附則第４項につきましては、附則第２項、附則第３項において規定する号給及び給料月額

は、条例または規則で定めるとしたものでございます。

附則第５項につきましては、平成17年12月に支給する期末手当についての特例を定めてお

りまして、支給すべき期末手当から給与改定に伴う差額分を差し引いて支給をするという内

容でございます。この金額につきましては、職員１人平均12,730円を差し引いて支払うとい

うことになります。この12,730円につきましては、民と官の人事院勧告によりまして、公務

員が高いということで１人当たり0.36％の８カ月分、これは0.36％というのは４月の給与月

額において公務員が高かったために、その差額分を４月から11月分までの分を差し引いて支

払うという規定でございます。

附則第６項につきましては、平成17年４月１日から平成17年12月１日までの間に職種の変

更があった職員については、それぞれの期間の合計額において調整をするという内容でござ

います。

附則第７項につきましては、規則への委任を規定したものでございます。

次に、引き続きまして、議案第70号 鹿島市議会議員の報酬並びに費用弁償等支給条例の

一部を改正する条例について、議案第71号 市長及び助役の諸給与条例の一部を改正する条

例について、議案第72号 教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例について、一

括して御説明をいたします。議案書は６ページから11ページ、議案説明資料につきましては

２ページから４ページまでとなっております。

今回、国家公務員の規定職も年間の支給月数が0.05引き上げとなりましたので、これに準

じまして、それぞれ12月期の期末手当の支給月数を「100分の170」から「100分の175」へと

引き上げるものでございます。また、それぞれの条例の附則につきましては、附則第１項は

施行期日を定めておりまして、附則第２項は12月の期末手当の支給額は、職員の例によらず
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調整をしないという規定でございます。この結果といたしまして、この３文の条例改正案に

よりまして、トータルで 554千円の増額となるものでございます。

なお、鹿島市水道企業職員並びに鹿島市技能労務職員の給与改定につきましては、一般職

員の例により、もしくは関係規則規定の改正によりまして、それぞれ改正をするものでござ

います。

以上で説明を終わりますけど、よろしく御審議をお願いいたします。

○議長（小池幸照君）

一括して質疑に入ります。質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（小池幸照君）

質疑を終わります。

一括して討論に入ります。11番寺山富子君。

○11番（寺山富子君）

11番寺山富子でございます。議案第69号 鹿島市職員給与条例の一部を改正する条例につ

きまして、私は反対の立場で討論をしたいと思います。

公務員の賃金は、民間準拠の枠組みのもとで決定されるシステムであり、厳しい社会、経

済情勢や民間賃金の動向と実勢を反映したものであるということは、十分理解をしていると

ころであります。今回の人事院勧告は、労使とも苦渋の了承をせざるを得なかったのではな

いかと考えております。ですが、あわせて本年勧告されました減額調整措置については、12

月の期末手当より４月にさかのぼり所要の調整措置をするという内容であります。４月にさ

かのぼり既に支払われてきた賃金を返還させるという調整であります。このことは、勤務労

働条件を使用者が一方的に不利益を遡及させてはならない。不利益不遡及の原則に照らし、

違法性の疑いが強いと考えるものであります。また、労働基準法におきましても、使用者が

一方的に不利益を変更することを禁止しております。４月にさかのぼって適用し返納させれ

ば不利益遡及になり、施行後に同じ計算をして期末手当で調整をすれば不利益不遡及に当た

らないというふうなこととは私は考えておりません。労働者の権利を侵害する違法性の疑い

が強いと考えているものであり、このことについては了解ができないということで反対討論

としたいと思います。

○議長（小池幸照君）

ほかにありませんか。20番松尾征子君。

○20番（松尾征子君）

20番です。私は議案第69号 鹿島市職員給与条例の一部を改正する条例については反対の

立場で意見を申し上げたいと思います。

提案をされている議案は、人事院勧告に基づいて一般職の給与を12月１日から 0.3％引き
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下げる、金額では 3,276千円の減というものです。期末勤勉手当は0.05カ月分の増、総額

4,864千円の増ですが、官民格差相当分を解消するということで12月末の期末手当で調整

するため、総額では 338千円の減額となっています。

一つ一つ調べてみておりますと、結局期末手当の0.05カ月分の増は、結果としては 1,588

千円の増になると思います。これに扶養手当の支給額で 500円の減、それに関連して共済費

などは91千円の減ということで、全体の影響額がマイナス 822千円ということになっており

ます。

一方、特別職や議員も0.05の増ですが、総額では 554千円の増ということです。一般職の

全体の影響額が 822千円の減とはいえ、官民格差の是正という理由で人事院の勧告はマイナ

スの勧告が続いています。公務員の賃金が高ければいいという理由は成り立ちませんが、公

務員労働者と民間労働者という、今特に対立抗争が意図的につくり出されていると思います。

これはただ単に、労働者だけではありません。今日の政策の中では、家庭の主婦と働く婦人、

いろんな形で対立抗争がつくり出されているわけですが、民間の労働者はリストラの連続で、

正規雇用の労働者を減らし、非正規雇用、フリーター、パートなどで不安定雇用が広がって

きています。公務員労働者を初め、サラリーマンへの増税路線も非常に強くなっております。

給料本体が減らされているだけでなく、来年１月からは定率減税の半減、つまり、２分の１

に縮小するわけです。

私はこの問題を見たときに、鹿島市でどれくらいの影響があるかということで先日税務課

にお尋ねをしました。はっきりした数字はわからないということですけれども、来年１月か

らは定率減税の影響が鹿島市の勤労者で約60,000千円前後というようなことで、それだけの

市民に対する負担増になるわけです。さらに、これは2007年１月からは全廃ですね。という

ことは、この分またさらに負担が上乗せされると。さらに、今もサラリーマン増税の計画は

着々と進められているわけです。給与所得の控除、配偶者控除、扶養控除などで各種削除さ

れる、全廃される、縮小されるというようなことで、本当にとどまるところを知らないとい

うのが今日の状況だと思います。

消費経済が我が国の経済、ＧＤＰの60％と言われる中で、購買力の低下はますます消費を

冷え込ませていく結果になりますし、不況を長引かせる大きな要因になると思います。今日

の人事院勧告を 0.3％、この 0.3％減もその一因となると思います。また、サラリーマン増

税を進めていく一環にもなるものだと思います。そういう関連のあるものということを私は

意見を申し上げまして、この案に対しては反対の態度をとりたいと思います。

○議長（小池幸照君）

ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（小池幸照君）
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討論を終わります。

採決します。議案第69号 鹿島市職員給与条例の一部を改正する条例については、これを

提案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（小池幸照君）

起立多数であります。よって、議案第69号は提案のとおり可決されました。

次に、議案第70号 鹿島市議会議員の報酬並びに費用弁償等支給条例の一部を改正する条

例については、これを提案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（小池幸照君）

起立多数であります。よって、議案第70号は提案のとおり可決されました。

次に、議案第71号 市長及び助役の諸給与条例の一部を改正する条例については、これを

提案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（小池幸照君）

起立多数であります。よって、議案第71号は提案のとおり可決されました。

次に、議案第72号 教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例については、これ

を提案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（小池幸照君）

起立多数であります。よって、議案第72号は提案のとおり可決されました。

これをもちまして、今期臨時会に付議された案件は全部終了いたしました。

これにて今期臨時会を閉会いたします。

午前10時35分 閉会
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以上、会議の次第を記載し、内容については正当なることを認め、ここに署名する。

平成 年 月 日

鹿島市議会議長 小 池 幸 照

会議録署名議員 20番 松 尾 征 子

同 上 １番 徳 村 博 紀

同 上 ２番 伊 東 茂
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